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研究成果の概要： 

日本国内の小学校児童を主対象として、コンピュータを用いて等質化した英語学習を行い、

年齢効果を検証した。その際、従来の言語学習の臨界期仮説で対象としている言語を総体とし

てとらえるのではなく、音韻、リズム、語彙といった要素に分けて学習を行った。その結果、

小学生において有意な学習効果がみられ、効果、学年、要素の間に交互作用があり、外国語の

学習において要素によって学習に適した年齢が異なることが明らかになった。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005 年度 8,500,000  2,550,000  11,050,000  
2006 年度 10,100,000  3,030,000  13,130,000  
2007 年度 10,100,000  3,030,000  13,130,000  
2008 年度 5,300,000  1,590,000  6,890,000  
  年度    

総 計 34,000,000  10,200,000  44,200,000 
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１．研究開始当初の背景 

研究開始当初より、小学校英語教育を含む、
外国語早期教育の導入は、学術的にも社会的
にも関心の高い課題であった。しかし、特に
外国語オーラルコミュニケーション能力の
早期育成の有効性については、「臨界期仮説」
が社会一般に喧伝される一方で、その科学的
根拠が明らかにされずにきた。特に、教育政
策としてなんらかの施策をおこなうために

は、何歳頃にどのような教育を行うのが効果
的かという実証的知見が不可欠であった。従
来の 7、8 歳を臨界期とする言語習得の臨界
期仮説は、母語の言語機能を対象とした仮説
であり、外国語習得にそのまま適用すること
はできない。また、外国語習得における学習
年齢の影響については、さまざまな仮説が提
唱されるものの、決定的な結果は得られてい
ない。さらに、言語機能は複雑であるため、
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その機能を総体として捕えていたのでは年
齢の影響を解明するのは困難である。こうし
た学術的社会的背景から本研究課題が提案
された。 

また、これまでの外国語学習方法に関する
研究は、外国語教育法、言語学、認知科学、
情報処理・情報工学、教育工学などの諸分野
において個別にすすめられることが多かっ
た。そこで本研究課題では、異なる学問的背
景をもった研究者から研究組織を構成する
こととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、外国語学習の初期に音声
言語の基本要素である「音韻」「韻律」「語彙」
の各要素について、さまざまな年齢の学習者
にコンピュータによる等質な訓練を施すこ
とにより、学習年齢の影響を明らかにし、年
齢を軸とした英語音声学習カリキュラムを
作成することに資することとした。 
(1)「音韻」「韻律」「語彙」それぞれの知覚・
生成学習の学習効果と年齢の関係を明らか
にし、5 歳から 70 歳の範囲で学習最適年齢を
求める。その際、5 歳から 15 歳の範囲を重要
年齢区間と考え、重点的に調査を行う。 
(2)(1)の結果に基づき、学習開始最適年齢を予
測し、その開始年齢を起点とした「音韻」「韻
律」「語彙」の学習順序について学習実験の
結果から最適化を図る。組み合わせを考慮し、
千人規模の実験を実施する。 
(3)上記結果に基づいた、英語音声基本要素を
重視した学習プログラムを作成する。 
 本研究課題の目的として、外国語の学習に
おいて何歳頃にどの順番で何を学習するの
が効果的を明らかにする。この結果は、音声
言語習得の基礎知見として学術的価値が高
いのみならず、オーラルコミュニケーション
能力の育成に役立つ外国語教授法として役
立てることが可能である。 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法上の特色の１として、コンピ
ュータ環境での大規模実験であることがあ
げられる。従来の研究報告のほとんどは、あ
る単一言語環境で生まれ育った者が別の言
語環境に生活基盤を恒久的または一時的に
移した場合（移民、帰国子女など）の第二言
語への曝露開始年齢と習得の度合いを調べ
たものである。6 歳から 12 歳の間に習得の効
率が低下する傾向が示されているが、生活史
の個人差が大きいため明確な結論は得られ
ていない。本研究では、英語音声のコンピュ

ータ学習実験を実施し、厳密に統制された条
件で年齢が学習効果に及ぼす影響の定量化
を行った。全員が同じ内容で、一人あたり 10
時間以上の訓練を行った。学習管理システム
（LMS）を用いて、学習者（生徒）はパーソ
ナルコンピュータ（PC）を端末とし、WEB
ブラウザを利用して実験に参加した。 

本研究課題では、小学校 10 校、中学校 3
校、高等学校 6 校、大学以上 7 校から、被験
者の協力を得ることができた。 

 
年度 小学校 中学校 高等学校 大学 
2005 4 校 3 校 2 校 2 校 
2006 2 校 0 校 1 校 2 校 
2007 1 校 0 校 2 校 3 校 
2008 3 校 0 校 1 校 0 校 
計 10 校 3 校 6 校 7 校 

表 各年度の実験協力校 
 
 特色の２は、本研究で用いた実験システム
の先進性、信頼性、安定性、拡張性である。
「音韻」「韻律」「語彙」の各要素について学
習実験を通して訓練の効果を実証する研究
手法は、研究代表者が、その所属する国際電
気通信基礎技術研究所において 1986 年より、
音声言語習得の第一線の研究者（David B. 
Pisoni インディアナ大学教授、Winifred 
Strange ニューヨーク市立大学教授、
Patricia K. Kuhl ワシントン大学教授、
James E．Flege 元アラバマ大学教授ほか）
との共同研究に基づいて開発してきたもの
である。本研究課題では長年蓄積したノウハ
ウをベースに、実験システムにさらなる改良
を加えた。 
また、研究代表者らは、個別学習方式で生

成訓練（発音訓練）を行う際に不可欠な音声
認識・合成技術を用いた英語音声採点手法の
開発に世界に先駆けて着手し、他の追随を許
さないシステムを構築した。学習実験に使用
する英単語素材、英語音声素材（音声ファイ
ル）についても、アメリカ英語母語話者で音
声学の知識をもつ者による評価と、充分な数
の一般アメリカ英語母語話者による評価を
２段階でおこない、両者により妥当と判断さ
れた素材のみを使用した。これら訓練プログ
ラムの動作は安定かつ信頼性が高く、
CD-ROM 付き書籍が出版されるなど、多く
の英語学習者に愛用されるとともに、外国語
教育または研究のツールとしても使用され
るに至っている。 

 



 

 

図 1 実験システム：音韻ききとり課題 
 
４．研究成果 
 
(1) 実験システムの構築 
 これまで所属機関で開発してきた英語音
声学習システムをベースに、実験システムを
構築した。 
2005 年度より予備実験を行い、システム、言
語材料、音声・画像コンテンツの改善を継続
した。2006 年度各要素について、知識、リス
ニングのみではなく、発音スキルの学習も組
み合わせるため、研究用学習システム
（Web-Based Training、WBT)システムに、学
習者の発音の良し悪しを評定するためのモ
ジュールを追加改変した。 
 2007 年度には、これまでの予備実験から、
同一学年でも学習者間での差が大きいこと、
学校という実験環境では十分な学習時間が
与えられないことなどが明らかとなり、年齢
効果を検出するためのさらなる改良を行っ
た。「音韻」「韻律」「語彙」の基本要素学習
課題について、小学校・中学年、高校、大学
を中心として予備実験を重ね、特に大学生に
ついては、学習効果そのものに関する一定の
結果を得、論文発表等を行った。一方、中学
校から本格的な英語教育が始まるため、同一
課題を用いて年齢による学習効果の違いを
検討することは困難であることも明らかに
なった。そのため、同一課題にて比較可能で
あり、また語学学習において、いわゆる臨界
期と近い年齢である小学校低学年と高学年
の間での違いに着目して、詳細な検討を行う
こととした。その際、小学校低学年児童は達
成できる課題の量や質に限界があるため、課
題や実験システムの慎重な考察が必要であ
った。そこで、予備実験を重ねた英語音声学
習システムに、小学生を対象とした「音韻」
「韻律」「語彙」の基本要素学習課題を組み
合わせ、実験用システムを完成させた。最終
年度は、こうして完成させた実験用システム
を用い、小学校低学年～高学年を対象とした
学習実験を実施し、学習データの収集、結果
の分析を行った。 
 

(2)  年齢効果 
予備実験 

2005 年度は、小学校 3 校、高校 1 校、大
学 2校および成人（統制群）において、音韻
学習実験（/r//l/音、/b//v/音、/s//th/音）と語
彙学習実験を実施した。 
 音韻学習については、小学校中学年以上で
は、学習効果の大きさは年齢による差が認め
られなかった。高齢者を含む成人での学習実
験も実施し、一部の成人では音韻学習前後の
脳活動の変化を測定した。 
 語彙学習実験については、すべての学習内
容で、すべての学年において学習効果が認め
られた。また、高校生では、語彙課題にタイ
ピング課題やディクテーション課題を加え
たところ、語彙能力が高くてもそれらの課題
での正答率は低く、タイピングや知覚などス
キル面での習熟度の欠如が明らかになった。 
 2006 年度は実験内容を拡大し、音韻学習、
韻律学習、語彙学習すべてを含む予備学習実
験を行った。これら予備実験は、学校での学
習データ収集の運用方法確立を主たる目的
として実施した。すべての学習内容で学習効
果が認められたが、学習効果と年齢による差
を示す明確な結果は得られなかった。 
最終実験 
 最終年度における結果を以下に示す。 

図 2-5 のように、小学生において有意な学
習効果がみられ、効果、学年、要素の間に交
互作用があった。音韻、リズムは低学年は高
学年にくらべて学習効果が低かったが、語彙
は低学年が高学年にくらべて学習効果が高
かった。学年による違いは、学習に用いた課
題やコンピュータ操作など、外部要因の効果
も考慮すべきではあるが、それを超えて、言
語の要素と学年の間で交互作用があったこ
とは、外国語の学習において要素によって学
習に適した年齢が異なることを示唆する。 
また、開発した評価・訓練システムを小学

校などの現場に導入し、その効果を測定した。

年齢効果に関するデータにくわえて、研究成

果の実用化にむけて、システムの改善、コン

テンツの最適化の観点から評価結果を得る

ことができた。 
情報リテラシーとの関係 
 小学校低学年(特に 1，2 年生)では、コン
ピュータの扱いに慣れていない児童も少な
くなく、コンピュータスキルと言語学習の成
績のインタラクションが見られた。 
 
(3) 学習カリキュラムの開発 
モデルカリキュラムおよび教育現場にお

ける実践例については、さらに現場での実践
をふまえて蓄積中である。 

なお、本研究成果の詳細については、積み
残した課題も含め、後日査読付論文、書籍、
Web ページ等で公表する計画である。 



 

 

 
図 2 小学校第 2-5 学年における音韻知覚学
習 
テスト 1 は訓練前の成績、テスト 2 は訓練後
の成績。縦軸は正答率。日本語にない音韻の
知覚学習は学年によって習得率に差が生じ
た。 
 
 
 
 

 
図 3 小学校第 2-5 学年におけるリズム学習 
テスト 1 は訓練前の成績、テスト 2 は訓練後
の成績。縦軸は正答率。学年によって習得率
に差が生じた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4 小学校第 2-5 学年における語彙学習 
 テスト 1 は訓練前の成績、テスト 2 は訓練
後の成績。縦軸は正答率。学年によって習得
率に差が生じた。他の課題では、明確な学習
効果の認められなかった第 2 学年でも、有意
な成績向上が認められた。 
 
 
 
 

 
 
図 5 小学校第 2-5 学年における文作成課題 
 テスト 1 は訓練前の成績、テスト 2 は訓練
後の成績。縦軸は正答率。開始時の成績に学
年差はあるが、同程度の学習効果が観察され
た。 
 
 
 
 
 
 



 

 

(4) 最後に 
 ひとりの学習者は、学校教育であれ生涯学
習であれ、さまざまな適応過程のなかで外国
語教育とむきあうこととなる。特に、早期学
習者においては、国語をはじめとする他教科
や情報リテラシーなど特別活動での学習と
のインタラクションも示唆される。その一方
で、各教科が求めるコンピテンシーには共通
するものがあり、限られた時間の中で効率的
な学習を実現するためには、どういう部分に
正の相乗効果を期待できるか、今後とも明ら
かにしていく必要があり、積み残された課題
である。 
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